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酒田市立八幡病院新改革プラン 

 

１  はじめに 

 

（１）酒田市立八幡病院の現状と病院を取り巻く環境 

 

酒田市立八幡病院（以下「八幡病院」という。）は、昭和 29年に町立八幡病

院として発足以来、地域住民の要請に応えながら、住民の健康管理、そして質

の高い医療サービスを提供してきました。現在の八幡病院を取り巻く環境は、

診療報酬のマイナス改定や医療費削減等の医療制度改革に加え、医師、看護師

等のスタッフの確保が一層困難になっていることや、人口減少や少子高齢化等

の影響により入院患者が減少し、財政的にも大変厳しい状況にあります。 

 また、団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となり、医療や介護に大きなニ

ーズが見込まれる 2025年（平成 37年）を見据え、効率的かつ質の高い医療提

供体制と地域包括ケアシステムの構築を通じ、地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するため、平成 26 年６月に「地域における医療及び介護の

総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が成立しまし

た。この法律の成立により改正された医療法において、山形県は、高度急性期、

急性期から、回復期、慢性期、在宅医療に至るまでの一連のサービスが切れ目

なくかつ過不足なく提供される体制を構築するため、将来の医療需要と必要病

床数を示すとともに、目指すべき医療提供体制を実現するための施策を内容と

する「地域医療構想」を平成 28 年９月に策定しました。その中で、庄内二次

医療圏については、平成 37 年の時点で 640 床以上の病床が過剰と見込まれ構

想の実現に向けて取組みが進められています。 

 このような状況の中で、地域医療構想を踏まえた八幡病院の果たすべき役割

を明確にするとともに、地域医療構想と整合性のとれた形で、将来の病床機能

のあり方を示す必要があります。八幡病院が「回復期」医療を目指したとして

も専従の医師及び理学療法士等を確保できないこと、仮に「慢性期」を目指し

たとしても建物の構造設備が医療法に定める基準を満たしていないことから、

病床を維持することができないため、無床診療所に転換する必要があります。 

 

（２）庄内二次医療圏における医療環境の概況 

 

    庄内二次医療圏には、平成 28 年３月 31 日現在 16 の病院があり、病床数は

3,192 床となっています。そのうち一般病床数は 1,794 床で、残りは療養、精

神、感染の各病床となります。 

    また、平成 26年 12月 31日現在の医師数は 540人で、人口 10万人あたり 191.8

人、県内平均の 230.4人及び全国平均の 244.9人を大きく下回っており、医師
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不足が深刻な状況になっています。 

    庄内二次医療圏内で酒田市周辺の北庄内では、遊佐病院（民間）・八幡病院

（市立）・日本海総合病院（地方独立行政法人）・日本海総合病院酒田医療セン

ター（地方独立行政法人）・本間病院（民間）・庄内余目病院（民間）の６つの

一般病床又は療養病床を有する病院があり、遊佐病院と日本海総合病院酒田医

療センターは救急告示をしていません。 

 

（３）八幡病院の体制等 

 

八幡病院の診療体制は、次のとおりです。 

①病床数  46床（一般病床 46床） 

②訪問看護ステーション 

③救急告示病院 

④診療科   ３科（内科、外科、リハビリテーション科） 

⑤医師     ４人 

⑥看護師    24人 

⑦医療技術  ７人（薬剤、放射線、検査、理学療法他） 

⑧事務     ６人 

⑨臨時職員  20人   合 61人（平成 29年３月現在） 

 

（４）八幡病院の経営改善のこれまでの取組 

 

平成 21 年２月に市立八幡病院の公立病院改革プラン（以下「改革プラン」

という。）を策定し、経営改善に向けた活動を職員一丸となって取り組んでき

ました。 

医薬分業による医療の質の向上を図るため、平成 20 年度から院外処方を行

うとともに、少ない医師数のなか診療機能を充実させるため、平成 21 年度か

ら人間ドッグを廃止しました。 

また、委託契約や賃借契約等については、平成 20 年度より順次契約見直し

を行い、長期継続契約の制度を有効活用し、単価引き下げによる経費削減を図

りました。 

さらに、平成 26年度診療報酬改定で地域包括ケア入院料が新設されたため、

平成 27年 10月から一般病床（46床）のうち８床を地域包括ケア病床に変更し、

収入の増加を図りました。 

 

（５）八幡病院新改革プランの策定 

 

八幡病院は、平成 19年 12月に国が示した公立病院改革ガイドラインにより
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改革プランの策定が求められたことを受けて、平成 21 年２月に改革プランを

策定しました。 

また、平成 27 年３月に国が示した新公立病院改革ガイドライン（以下「新

ガイドライン」という。）を踏まえ、平成 28年度中に病院事業を設置する地方

公共団体に新公立病院改革プランを策定し、病院機能の見直しや病院事業経営

の改革に総合的に取り組むものとしています。そのため、病院経営の安定化を

図る指針となる酒田市立八幡病院新改革プラン（以下「新改革プラン」という。）

を策定するものです。新改革プランは、地域医療構想を踏まえた役割の明確化、

経営の効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しについて、今後の取

り組み等を示すものです。 

 

 

２ 新改革プランの基本方針 

 

（１）新改革プランの４つの視点に対する考え方 

    新ガイドラインが示している公立病院改革の４つの視点については、八幡病

院が、安定的かつ自立的な経営の下で、良質な医療を地域住民に継続して提供

できる体制を構築する上で必要不可欠な視点であり、新改革プランの基本方針

となるものです。 

    地域医療構想を踏まえた役割の明確化については、今後、更なる人口減少に

より急性期病床の過剰が見込まれることから、無床診療所にしたうえで、医療

と介護の連携を強化しつつ、地域包括ケアシステムの構築に向けて在宅医療の

充実を図っていきます。 

        経営の効率化については、平成 29年 12月で病棟閉鎖することにより大幅に

入院収益が減少することなどから、平成 29 年度の数値目標は設定しないもの

とします。 

    また、再編・ネットワーク化及び経営形態については、地方独立行政法人山

形県・酒田市病院機構（以下「病院機構」という。）へ移管統合し、北庄内地

域の基幹病院である日本海総合病院との連携をさらに強化し、医療の質の向上、

医師及び看護師の継続的な確保を図るなど、継続的に安定した医療を提供して

いくものとします。 

 

（２）新改革プランの計画期間 

 

    新改革プランの計画期間は、平成 30 年４月に病院機構へ移管統合する予定

のため、平成 28年度から平成 29年度までの２年間とします。 
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３ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 

（１）地域医療構想を踏まえた八幡病院の果たすべき役割 

山形県において策定した地域医療構想の庄内二次医療圏では、人口減少に伴

い入院患者が減少しており、日本海総合病院、鶴岡市立荘内病院等の急性期の

病床機能を有する基幹病院においても同様の傾向にあるとされています。今後、

更なる人口減少により、現在の病床数と将来の病床数を比較すると急性期病床

が過剰、回復期病床が不足と見込まれています。 

八幡病院は、人材確保及び設備・構造に課題があることから、回復期病床、

慢性期病床への転換が困難なため、無床診療所に転換したうえで、平成 30 年

４月に病院機構へ移管統合します。移管統合後は、日常的な病気やけが等の患

者に対する身近な医療（一次医療）を行う「かかりつけ医」として治療を行い、

検査が必要な患者や患者の症状によっては日本海総合病院に紹介するなどの

役割を果たしていきます。 

 

（２）地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

 

八幡病院は、遠隔地住民の医療の確保を図るため、升田・青沢診療所の出張

診療や訪問診療を実施するとともに、看護ステーションを併設しており、在宅

療養患者の症状が急変した際に、24 時間 365 日いつでも対応しています。住

み慣れた家庭や地域の中で、患者や家族が安心して暮らせるように、訪問診療、

訪問看護の充実に取り組んでいます。 

今後、需要増加が見込まれる在宅医療については、引き続き訪問診療、訪問

看護を強化するとともに、介護支援専門員や介護施設等と連携を図りながら患

者や家族が安心できる在宅医療サービスの提供体制を構築していきます。 

 

（３）一般会計負担の考え方 

 

 一般会計から病院事業への経費負担については、総務省自治財務局長通知の

繰出し基準を基本としますが、特別な事情が生じた場合においては、その都度

一般会計と協議を行い決定するものとします。その概要は次のとおりとします。 

①病院の建設改良に要する経費（建設改良費、企業債元利償還金等）（全額） 

繰出し基準では、建設改良費及び企業債元利償還金の２分の１（ただし、 

平成 14年度までの企業債元利償還金等にあっては３分の２）となっています

が、経営の安定化のため全額とします。 

②不採算地区病院の運営に要する経費（交付税措置分相当額） 

③リハビリテーション医療に要する経費（全額） 

④救急医療の確保に要する経費（全額） 



5 

 

 

⑤高度医療に要する経費（全額） 

⑥保健衛生行政事務に要する経費（全額） 

⑦経営基盤強化対策に要する経費 

・医師及び看護師等の研究研修に要する経費（全額） 

・病院事業会計に係る共済追加費用の負担に要する経費（全額） 

 

（４）住民の理解 

 

    八幡病院が担う医療機能を見直す場合には、住民にしっかりと説明し、理解

してもらうことが重要となります。そのため、八幡病院を無床診療所に転換し

たうえで、病院機構へ移管統合することについては、地域住民の代表者で構成

する地域医療提供体制（八幡病院等のあり方）を考える協議会（以下「考える

協議会」という。）を設置し、住民に丁寧な説明をするとともに、住民の理解

を得ながら意見交換しています。今後も考える協議会を中心に、移管統合後の

診療体制等について意見交換を継続していきます。 

 

 

４ 経営の効率化 

 

（１）経営指標に係る数値目標の設定 

 

        平成 29 年度までの収支計画は別紙１のとおりですが、新ガイドラインでは

対象期間中に経常黒字（すなわち経常収支比率が 100％以上）化する数値目標

を定めるべきとされています。しかし、平成 29年 12月で病棟閉鎖することに

より大幅に入院収益が減少するため、経常黒字は達成できない状況にあります。

また、入院患者については、入院抑制や退院調整を段階的に進めるため、病床

利用率を改善することが厳しいことから、平成 29 年度は数値目標を設定しな

いものとします。 

    新改革プランを達成するための経営指標及び数値目標は次のとおりです。 

 

①収支改善に係るもの 

経常収支比率   平成 28年度 92.4％ 

医業収支比率   平成 28年度 75.1％ 

 

②経費削減に係るもの 

職員給与費対医業収益比率   平成 28年度 75.6％ 

材料費対医業収益比率     平成 28年度 12.1％ 
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③収入確保に係るもの 

病床利用率   平成 28年度 76.1％ 

入院患者１人１日当たり診療収入   平成 28年度 23,300円 

外来患者１人１日当たり診療収入   平成 28年度  6,900円 

 

④経営の安定性に係るもの 

現金保有残高   平成 28年度末 925,781千円 

 

（２）目標達成に向けた具体的な取組 

 

    新改革プランの数値目標を達成するため、次に挙げた主要事業について取り

組んでいきます。 

 

①経費削減対策 

診療材料費、薬品費の削減対策 

委託業務内容の精査による委託料等の圧縮 

 

②収入増加・確保対策 

地域包括ケア病床の病床利用率の増加 

訪問看護件数の増加 

 

 

５ 再編・ネットワーク化 

 

現在、北庄内地域においては、日本海総合病院が地域の基幹病院として救急

医療や専門性の高い医療を提供しています。八幡病院も日本海総合病院と地域

連携クリティカルパスや地域医療情報ネットワーク（ちょうかいネット）を活

用しながら連携を図っていますが、今後も人口減少に伴い入院患者が減少する

ことから、無床診療所に転換したうえで、平成 30年４月に病院機構へ移管統合

し、病院機構の下に一体的な経営を図ります。 

 

 

６ 経営形態の見直し 

 

現在、八幡病院の運営形態は、地方公営企業法の一部適用となっていますが、

将来にわたり安定した医療提供体制を確保し、住民に安心して生活できる環境

を提供するため、平成 30年４月に病院機構へ移管統合します。 
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７ 新改革プランの点検、評価及び公表 

 

（１）新改革プランの点検及び評価の体制 

 

新改革プランの点検及び評価を行うため、「八幡病院新改革プラン評価委員会

（仮称）」（以下「評価委員会」という。）を組織し、平成 29 年８月及び平成 30

年２月に開催します。 

 

（２）新改革プランの進捗及び達成状況の公表 

      

新改革プランの進捗及び達成状況については、広報「私の街さかた」及び病

院のホームページ等で公表します。 

 

 

８ 資料 

別紙 1   

１．年度別収支計画（収益的収支） 25～27実績 28～29計画 

２．年度別収支計画（資本的収支） 25～27実績 28～29計画 

   ３．一般会計からの繰入金の見通し 25～27実績 28～29計画 
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(別紙１） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 580 552 575 537 477

(1) 504 477 496 461 402

(2) 76 75 79 76 75

44 44 43 39 39

２. 133 136 138 135 134

(1) 130 131 133 132 130

(2)

(3) 3 2 1 2

(4) 3 2 3 2 2

(A) 713 688 713 672 611

１. ｂ 684 667 711 715 750

(1) ｃ 405 380 414 406 443

(2) 73 67 67 65 63

(3) 114 118 115 134 134

(4) 38 46 51 51 50

(5) 54 56 64 59 60

２. 18 24 20 12 10

(1) 8 7 6 5 4

(2) 10 17 14 7 6

(B) 702 691 731 727 760

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 11 ▲ 3 ▲ 18 ▲ 55 ▲ 149

１. (D) 1

２. (E) 2 92 34 1 1

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 1 ▲ 92 ▲ 34 ▲ 1 ▲ 1

10 ▲ 95 ▲ 52 ▲ 56 ▲ 150

(G) ▲ 9 ▲ 65 ▲ 215

(ｱ) 925 939 1,020 1,023 954

(ｲ) 90 140 170 124 139

　

(ｳ)

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ

酒田市（酒田市立八幡病院）

25年度(実績) 26年度(実績) 27年度(実績) 28年度(見込) 29年度 30年度 31年度 32年度

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

又 は 未 発 行 の 額

差引
不 良 債 務

(ｵ) ▲ 835 ▲ 799 ▲ 850 ▲ 899 ▲ 815
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 常 収 支 比 率 ×100 101.6 99.6 97.5 92.4 80.4

不 良 債 務 比 率 ×100 ▲ 144.0 ▲ 144.7 ▲ 147.8 ▲ 167.4 ▲ 170.9

医 業 収 支 比 率 ×100 84.8 82.8 80.9 75.1 63.6

職員給与費対医業収益比率 ×100 69.8 68.8 72.0 75.6 92.9

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

資 金 不 足 比 率 ×100

病 床 利 用 率 89.2 82.0 82.1 76.1 71.7
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団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 13 27 1 7 1

２.

３. 81 77 75 77 58

４.

５.

６. 3 1 3

７.

(a) 94 107 77 87 59

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 94 107 77 87 59

１. 20 41 3 10 10

２. 81 77 75 77 51

３.

４.

(B) 101 118 78 87 61

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 7 11 1 0 2

１. 5 8 1 1

２.

３.

４. 2 3 1

(D) 7 11 1 0 2

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(    64) (    71) (    72) (    34) (    47)

174 175 176 171 169

(    35) (    33) (    32) (    34) (    20)

81 77 75 77 58

(    99) (    104) (    104) (    68) (    67)

255 252 251 248 227

（注）
1
2

32年度

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいう
ものであること。

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

(単位：百万円）

25年度(実績) 26年度(実績) 27年度(実績) 28年度(見込) 29年度 30年度 31年度

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

支 出 の 財 源 充 当 額

収 入 計

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る
(b)

31年度 32年度

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

25年度(実績) 26年度(実績) 27年度(実績) 28年度(見込) 29年度 30年度

酒田市（酒田市立八幡病院）
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０６７５００
００１ 本様式作成日

平成 28 年 3 月 15 日

平成 28 年度 ～ 平成 31 年度

一般 療養 精神 結核 感染症 計

642 4 646

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計※

642 642

科目名

①

②

③

④
26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

紹介率（％） 47.2 52.7 50.0 50.0 50.0 50.0

逆紹介率（％） 67.5 77.8 70.0 70.0 70.0 70.0

2)その他 26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

医療情報ネットワーク稼働総施設
数（施設） 145 160 前年度実績を上回

ること
前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

医療情報ネットワーク登録総患者
数（人） 15,828 20,817 前年度実績を上回

ること
前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

⑤

1)医療機能・医療品質に係るもの

住民の理解のための取組

一般会計負担の考え方
（繰出基準の概要）
一般会計負担の考え方
（繰出基準の概要）

地域包括ケアシステムの構
築に向けて果たすべき役割

医療機能等指標に係る数値目標

○今後、策定される地域医療構想を踏まえ、それぞれの病院の役割等を、ホームページ、病院広報紙「あきほ」、市
広報等を活用してＰＲする
○経営状況を公開する

新公立病院改革プランの概要

病
院
の
現
状

対　　象　　期　　間

策　　　　定　　　　日

プ　ラ　ン　の　名　称

病 院 名

山形県酒田市あきほ町３０

一般・療養病
床の病床機

能

一般・療養病
床の病床機

能

病床種別

○「高度急性期」の医療機能を有し、急性期の患者に対し、診療密度が特に高い医療を提供する
○５疾病５事業における高度専門的な医療を提供する
○高度専門的ながん医療を提供するため、県全体の体制を踏まえながら、より高度な放射線治療装置の導入を検
討する
○今後、策定される地域医療構想を踏まえ、具体的な将来像を明確化する

病 床 数

許可病床数　　　一般病床　　　　　　　　　　６４２床
　　　　　　　　　　　（うち、救命救急センター　２４床）
　　　　　　　　　　 感染症病床　　　　　　　　　　 ４床  　　合計６４６床
標榜科　　　　　　（２７診療科）
診療機能等　　  救命救急センター（ＩＣＵ、ＨＣＵ）、ＰＥＴセンター、外来化学療法室、ＬＤＲ（陣痛・分娩・回復室）
　　　　　　　　　　 未熟児室、認知症疾患医療センター、特殊診療室及び感染症室（陰圧・陽圧室）、人工透析室
　　　　　　　　　　 ハイブリッド手術室、地域医療支援病院、地域がん診療連携拠点病院、災害拠点病院
　　　　　　　　　　 へき地医療拠点病院、臨床研修病院など
○庄内二次医療圏の中核的な医療機関として、急性期医療や高度専門医療などの充実を図る
　・高度専門医療の充実・強化
　　　救急医療、がん医療、脳卒中・心筋梗塞、糖尿病、精神疾患、小児・周産期医療における診療体制の充実
　　　高度医療機器の計画的な更新・整備
　　　災害時や健康危機における医療協力
　　　政策医療の実施
　・医療スタッフの確保及び資質向上
　・医療サービスの効果的な提供
　・教育研修事業の充実

診療科目

※一般・療養病床の合計数
と一致すること

内科、循環器内科、消化器内科、内視鏡内科、精神科、神経内科、小児科、緩和ケア内科、外科、乳
腺外科、小児外科、整形外科、形成外科、リハビリテーション科、脳神経外科、心臓血管外科、呼吸
器外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科、歯科口腔外科、麻酔科、救急
科、病理診断科      （計２７科目）

地域医療構想を踏まえた当
該病院の果たすべき役割
（対象期間末における具体
的な将来像）

平成37年（2025年）における
当該病院の具体的な将来
像

○山形県と酒田市は、当法人の設立団体として地方独立行政法人法第８５条第１項の規定により、法人が実施する
政策医療や病院の施設整備等に対して運営費負担金を交付する。運営費負担金の交付基準は、原則として法人の
設立前の地方公営企業法に基づく繰り出し基準と同等とする

山形県酒田市あきほ町３０

○認知症疾患に関する鑑別診断とその初期対応、周辺症状と身体合併症の急性期治療、専門医療相談
○行政機関、地域の介護・福祉施設等との連携を強化し、退院後の医療支援や施設入所のための情報共有を図
り、医療・介護・福祉へと切れ目のないサービス提供に努める
○二次医療圏全体で、効率的で適切な医療やケアを提供するため、地域医療情報ネットワーク等のＩＣＴを活用し、
他の医療機関や介護・福祉施設等との診療情報の共有化を実施する
○地域で支える「地域完結型医療」を推進するため、新たな地域連携クリティカルパスの導入に努める
○住民の健康意識の向上のため、関係機関と連携し啓発活動に努める

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

団体コード

団　　　　体　　　　名

（
１

）
地
域
医
療
構
想
を
踏
ま
え
た
役
割
の
明
確
化

地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構　第３期中期計画

地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

所 在 地

（平成28年４月1日時点で新改革プランを策定済みの病院）

日本海総合病院 現在の経営形態 地方独立行政法人

平成　　　　　年　　　　月　　　　日施設コード

選択式
公営企業法財務適
用,公営企業法全部
適用,地方独立行政
法人,指定管理者制
度（利用料金制）,指
定管理者制度（代行
制）,診療所,民間病院
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①

1)収支改善に係るもの 26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

経常収支比率（％） 103.7 105.4 100.0 100.0 100.0 100.0

医業収支比率（％） 103.1 105.3 100.0 100.0 100.0 100.0

法人計経常収支比率（％） 101.7 104.0 100.0 100.0 100.0 100.0

法人計医業収支比率（％） 102.6 104.4 100.0 100.0 100.0 100.0

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

職員給与費の対医業収益比率（％） 46.9 44.8

材料費の対医業収益比率（％） 24.2 25.6

薬品費の対医業収益比率（％） 12.9 14.4

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

１日当たり入院患者数（人） 507.6 520.4 516 516 516 516

１日当たり外来患者数（人） 1,365.8 1,402.6 1,300 1,300 1,300 1,300

病床利用率（％） 80.6 82.6 80.0 80.0 80.0 80.0

平均在院日数（日） 11.4 11.7 12.0 12.0 12.0 12.0

一人1日あたりの入院診療単価（円） 61,012 62,990 62,000 62,000 62,000 62,000

一人1日あたりの外来診療単価（円） 13,055 14,713 13,000 13,000 13,000 13,000

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

法人計純資産の額（百万円） 16,340 18,367 前年度純資産合計
額を上回ること

前年度純資産合計
額を上回ること

前年度純資産合計
額を上回ること

前年度純資産合計
額を上回ること 法人計

②

民間的経営
手法の導入

事業規模・事
業形態の見
直し

経費削減・抑
制対策

収入増加・確
保対策

その他

④

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

③

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

経営指標に係る数値目標

１）収支改善に係るもの
・「効率的、効果的で持続可能な経営」、「中期目標を確実に達成すること」が可能であることを前提に、過去の実績
から病院の目標値を設定しつつ、法人全体で経常収支比率１００％以上を達成することを目標として設定
２）経費削減に係るもの
・「地方公営企業決算状況調査」（前々年度）における全国５００床以上の黒字公立病院の平均値で設定した
３）収入の確保に係るもの
・法人全体として収入の確保が図られた過去の実績をもとに設定した
４）経営の安定性に係るもの
・持続可能な法人運営のため、純資産の額を法人計で毎年増加させていくことを目標とする

（
２

）
経
営
の
効
率
化

新改革プラン対象期間中の
各年度の収支計画等

別紙１記載

4)経営の安定性に係るもの

2)経費削減に係るもの

経常収支比率に係る目標設
定の考え方（対象期間中に経
常黒字化が難しい場合の理由
及び黒字化を目指す時期、そ
の他目標設定の特例を採用し
た理由）

3)収入確保に係るもの

上記数値目標設定の考え方

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

○医療を取り巻く環境の変化や患者動向に対応し、職員給与費比率、材料費比率等の目標値を定め
費用の抑制に努める
・各病院間での人事交流による協力体制のもと、業務量に応じて医療従事者の適切な配置を行う
・後発医薬品の数量シェアについては、国の設定した目標値の達成に努める
・費用対効果、他の機関との機能分担、医療技術の進展などを総合的に判断して、医療機器・施設を
整備する

目標達成に向けた具体的な
取組（どのような取組をどの
時期に行うかについて、特
に留意すべき事項も踏まえ
記入）

・臨床研修医及びレジデント（専門分野の研修医）の受入れ、医師の確保に努める
・家族の介護や子育てを行う医師を支援するとともに、医師のキャリアパスに配慮し、短時間正職員
制度など多様な勤務形態を取り入れる
・専門知識と病院経営を俯瞰できるマネジメント力を兼ね備えた事務職員の育成に取組む
・今後の医療需要の変化や医療政策の動向等を踏まえ、戦略的に医療従事者の確保・育成に努める

・１日あたりの患者数及び病床利用率等の目標値を定め、医療を取り巻く環境の変化や患者動向に
あわせ、適切な取り組みを行ない営業収益の確保に努める
・診療報酬請求のチェック体制を強化する
・診療報酬改定等をはじめ各種制度の変化に迅速に対応する
・各種公的制度の活用等により未収金の発生を防止するとともに、未収金が発生した場合は多様な
方法により早期回収に努める

○庄内二次医療圏の中核的な医療機関として地域医療の向上に努め、地域完結型医療の実現を目
指す
・酒田市立八幡病院等の編入について、設立団体と協議を行いながら検討
・医療連携に係わる新たな枠組み（地域医療連携推進法人）の活用を検討しながら、医療・介護・福祉
の連携について検討・推進する

○地方独立行政法人移行済であり、制度のメリットを活かし機動的な業務運営を行う
・各病院間での人事交流による協力体制のもと、業務量に応じて医療従事者の適切な配置を行う
・柔軟かつ多様な勤務形態等で、多様な専門的職種の活用を図り、効果的な業務運営に努める

地方公営企業決算状況調査（前々年度）における全国 

５００床以上の黒字公立病院の平均値を上回らない率 



別記１

＜時　期＞

未定

未定

＜時　期＞

二次医療又は構想区域内の病
院等配置の現況

（再編）
酒田市立　八幡病院

（ネットワーク化）
連携医療機関等は、設立団体及び地域の関係機関等の協力を得て検討する

＜内　容＞

（
４

）
経
営
形
態
の
見
直
し

経営形態の現況
（該当箇所に✔を記入）

当該公立病院の状況

○中期目標の指示（５）（都道府県以外記載）新改革プ
ラン策定に関する都道府県からの
助言や再編・ネットワーク化計画策
定への都道府県の参画の状況

Ｈ２０．４地方独立行政法人移行済であり、経営形態を見直す計画はない
経営形態見直し計画の概要 ＜内　容＞

経営形態の見直し（検討）の方向
性
（該当箇所に✔を記入、検討中の
場合は複数可）

その他特記事項

○毎年７月頃

○設立団体及び病院機構のホームページ上で公表する

○評価委員会において、計画の実施状況の調査、分析をし、これらの結果を考慮して当該事業年度及び目標の期
間における業務の実績の全体について総合的な評定をして行う（地方独立行政法人法第２８条、第３０条）
（組織）
　・委員会は、委員６名で組織する
　・委員は、医療又は経営に関し見識を有する者のうちから、設立団体が任命する
　・委員会に、特別の事項を調査審議させるために必要があるときは、臨時委員を若干人置くことができる
　・臨時委員は、特別の事項に関し見識を有するもののうちから、設立団体が任命する
（会議）
　・委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる
　・委員会の会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、開くことができない
　・委員会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、可否同数のとき
　は、議長の決するところによる

酒田市立八幡病院等の編入について、設立団体と協議を行いながら検討を進める

医療連携に係わる新たな枠組み（地域医療連携推進法人）の活用を検討しながら、医療・介護・福祉
の連携について検討・推進する

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の場合
は、①検討・協議の方向性、②
検討・協議体制、③検討・協議
のスケジュール、結論を取りまと
める時期を明記すること。

当該病院に係る再編・ネット
ワーク化計画の概要

※
点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

公表の方法

点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の場合
は、①検討・協議の方向性、②
検討・協議体制、③検討・協議
のスケジュール、結論を取りまと
める時期を明記すること。

（
３

）
再
編
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
化

施設の新設・建替等を行う予定がある 

病床利用率が特に低水準（過去３年間連続して70％未満） 

地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討する必要がある 

公営企業法財務適用 公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度 

一部事務組合・広域連合 

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度 民間譲渡 

診療所化 老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行 



(別紙１） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 16,775 18,108 16,928 16,928 16,928 16,929 0

(1) 15,655 17,011 15,784 15,784 15,784 15,785

(2) 1,120 1,097 1,144 1,144 1,144 1,144

578 570 584 584 584 582

２. 1,036 992 1,043 1,043 1,043 1,045 0

(1) 860 816 874 874 874 875

(2) 58 52 50 50 50 50

(3)

(4) 118 124 119 119 119 120

(A) 17,811 19,100 17,971 17,971 17,971 17,974 0

１. ｂ 16,268 17,198 16,499 16,499 16,499 16,495 0

(1) ｃ 7,450 7,657 7,624 7,624 7,624 7,625

(2) 4,053 4,645 4,353 4,353 4,353 4,353

(3) 2,371 2,474 2,536 2,536 2,536 2,535

(4) 1,324 1,287 1,221 1,221 1,221 1,219

(5) 1,070 1,135 765 765 765 763

２. 907 927 923 923 923 922 0

(1) 346 316 340 340 340 340

(2) 561 611 583 583 583 582

(B) 17,175 18,125 17,422 17,422 17,422 17,417 0

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 636 975 549 549 549 557 0

１. (D) 10 24 42 42 42 41

２. (E) 27 62 195 195 195 196

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 17 ▲ 38 ▲ 153 ▲ 153 ▲ 153 ▲ 155 0

619 937 396 396 396 402 0

(G)

(ｱ) 10,567 13,034 13,034 13,034 13,034 13,034

(ｲ) 3,821 4,192 4,192 4,192 4,192 4,192

　

(ｳ)

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ

病 床 利 用 率

資 金 不 足 比 率 ×100

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率 ×100

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

31年度28年度 29年度27年度
(実績見込)

26年度
(実績)

長 期 前 受 金 戻 入

32年度

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

30年度

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

#DIV/0!

102.6 #DIV/0!

#DIV/0!

日本海総合病院

▲ 8,842 ▲ 8,842 ▲ 8,842 ▲ 8,842 0

▲ 52.2

103.2 103.2 103.2

▲ 52.2

103.2

102.6

▲ 8,842 ▲ 8,842 ▲ 8,842

▲ 52.2

45.0

102.6 102.6

▲ 52.2

45.0 #DIV/0!

▲ 8,842 0

▲ 52.2 ▲ 52.2

45.0 45.0

▲ 52.2 #DIV/0!▲ 52.2

81.9 81.9 81.9 81.9

▲ 8,842▲ 6,746

103.7 105.4

▲ 40.2 ▲ 48.8

103.1 105.3

44.4 42.3

▲ 6,746 ▲ 8,842

▲ 40.2 ▲ 48.8

80.6 82.6



団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 627 614 976 976 976 976

２.

３. 1,008 1,168 1,037 1,037 1,037 1,037

４.

５.

６. 25

７. 1

(a) 1,660 1,783 2,013 2,013 2,013 2,013 0

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 1,660 1,783 2,013 2,013 2,013 2,013 0

１. 714 604 976 976 976 976

２. 1,661 1,972 1,772 1,772 1,772 1,772

３.

４. 5 6

(B) 2,380 2,582 2,748 2,748 2,748 2,748 0

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 720 799 735 735 735 735 0

１. 720 799 735 735 735 735

２.

３.

４.

(D) 720 799 735 735 735 735 0

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 0

(E)－(F) 0 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

1,438 1,386 1,458 1,458 1,458 1,457 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

1,008 1,168 1,037 1,037 1,037 1,037 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

2,446 2,554 2,495 2,495 2,495 2,494 0

（注）
1
2

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

(単位：百万円）

31年度 32年度28年度 29年度 30年度26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいう
ものであること。

合　　　計

収 益 的 収 支

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

資 本 的 収 支

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

28年度 30年度

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

29年度

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

日本海総合病院

32年度31年度26年度
(実績)

27年度
(実績見込)



(別紙１） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 17,653 19,102 17,942 17,942 17,942 17,944 0

(1) 16,483 17,956 16,754 16,754 16,754 16,756 0

(2) 1,170 1,146 1,188 1,188 1,188 1,188 0

595 585 602 602 602 599 0

２. 1,130 1,097 1,159 1,159 1,159 1,163 0

(1) 946 912 982 982 982 984 0

(2) 58 52 50 50 50 50 0

(3) 0 0 0 0 0 0 0

(4) 126 133 127 127 127 129 0

(A) 18,783 20,199 19,101 19,101 19,101 19,107 0

１. ｂ 17,358 18,376 17,644 17,644 17,644 17,637 0

(1) ｃ 8,079 8,338 8,303 8,303 8,303 8,303 0

(2) 4,081 4,673 4,382 4,382 4,382 4,382 0

(3) 2,639 2,748 2,821 2,821 2,821 2,818 0

(4) 1,415 1,384 1,303 1,303 1,303 1,301 0

(5) 1,144 1,233 835 835 835 833 0

２. 943 965 976 976 976 975 0

(1) 359 329 355 355 355 355 0

(2) 584 636 621 621 621 620 0

(B) 18,301 19,341 18,620 18,620 18,620 18,612 0

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 482 858 481 481 481 495 0

１. (D) 12 26 74 74 74 73 0

２. (E) 40 74 224 224 224 225 0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 28 ▲ 48 ▲ 150 ▲ 150 ▲ 150 ▲ 152 0

454 810 331 331 331 343 0

(G) ▲ 913 ▲ 1,040 ▲ 1,105 ▲ 1,170 ▲ 1,235 ▲ 1,294 0

(ｱ) 12,064 14,506 14,506 14,506 14,506 14,506 0

(ｲ) 4,034 4,462 4,462 4,462 4,462 4,462 0

　 0 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0 0

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ

（地独）山形県・酒田市病院機構

26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ) 0 0 0 0 0 0 0

又 は 未 発 行 の 額

差引
不 良 債 務

(ｵ) ▲ 8,030 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 0
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 常 収 支 比 率 ×100 102.6 104.4 102.6 102.6 102.6 102.7 #DIV/0!

不 良 債 務 比 率 ×100 ▲ 45.5 ▲ 52.6 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0 #DIV/0!

医 業 収 支 比 率 ×100 101.7 104.0 101.7 101.7 101.7 101.7 #DIV/0!

職員給与費対医業収益比率 ×100 45.8 43.6 46.3 46.3 46.3 46.3 #DIV/0!

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額 (H) ▲ 8,030 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 0

資 金 不 足 比 率 ×100 ▲ 45.5 ▲ 52.6 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0 #DIV/0!

病 床 利 用 率



団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 627 629 977 977 976 976 0

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 1,075 1,235 1,077 1,077 1,077 1,077 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0 0

６. 25 0 0 0 0 0 0

７. 0 1 0 0 0 0 0

(a) 1,727 1,865 2,054 2,054 2,053 2,053 0

(c) 0 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 1,727 1,865 2,054 2,054 2,053 2,053 0

１. 714 620 977 977 976 976 0

２. 1,766 2,079 1,838 1,838 1,838 1,839 0

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 5 6 0 0 0 0 0

(B) 2,485 2,705 2,815 2,815 2,814 2,815 0

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 758 840 761 761 761 762 0

１. 758 840 761 761 761 762 0

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(D) 758 840 761 761 761 762 0

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 0

(E)－(F) 0 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

1,541 1,497 1,584 1,584 1,584 1,583 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

1,075 1,235 1,077 1,077 1,077 1,077 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

2,616 2,732 2,661 2,661 2,661 2,660 0

（注）
1
2

（地独）山形県・酒田市病院機構

26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

収 入 計

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る
(b) 0 0 0 0 0 0 0

支 出 の 財 源 充 当 額

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

(単位：百万円）

26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいう
ものであること。
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０６７５００
００２ 本様式作成日

平成 28 年 3 月 15 日

平成 28 年度 ～ 平成 31 年度

一般 療養 精神 結核 感染症 計

114 114

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計※

79 35 114

科目名

①

②

③

④
26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考
疾患別リハビリテーション実施数
（単位） 97,184 116,300 前年度実績を上回

ること
前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

通所リハビリテーション実施回数
（回） 1,651 1,752 前年度実績を上回

ること
前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

前年度実績を上回
ること

2)その他 26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

⑤

1)医療機能・医療品質に係るもの

住民の理解のための取組

一般会計負担の考え方
（繰出基準の概要）
一般会計負担の考え方
（繰出基準の概要）

地域包括ケアシステムの構
築に向けて果たすべき役割

医療機能等指標に係る数値目標

○今後、策定される地域医療構想を踏まえ、それぞれの病院の役割等を、ホームページ、病院広報紙「あきほ」、市
広報等を活用してＰＲする
○経営状況を公開する

新公立病院改革プランの概要

病
院
の
現
状

対　　象　　期　　間

策　　　　定　　　　日

プ　ラ　ン　の　名　称

病 院 名

山形県酒田市千石町二丁目3番20号

一般・療養病
床の病床機

能

一般・療養病
床の病床機

能

病床種別

○「回復期」「慢性期」機能を有する病院として、在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供するとともに、長
期療養が必要な患者を受け入れる
○訪問リハビリテーションの実施を検討する
○在宅医療を行っている診療所等の支援及び連携を強化する
○今後、策定される地域医療構想を踏まえ、具体的な将来像を明確化する

病 床 数

許可病床数　　　医療療養型療養病床　　　　　　　３５床
　　　　　　　　　　 回復期リハビリテーション病床　　７９床  　　合計１１４床
標榜科　　　　　　内科、リハビリテーション科
診療機能等　　  回復期リハビリテーション、通所リハビリテーション、在宅重症難病患者一時入院機能
　　　　　　　　　　 機能訓練室、デイケア室、臨床研修病院など

○北庄内地域の回復期・慢性期医療の充実を図る
　・回復期リハビリテーションの提供
　・在宅療養支援及び療養支援

診療科目

※一般・療養病床の合計数
と一致すること

内科、リハビリテーション科
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計２科目）

地域医療構想を踏まえた当
該病院の果たすべき役割
（対象期間末における具体
的な将来像）

平成37年（2025年）における
当該病院の具体的な将来
像

○山形県と酒田市は、当法人の設立団体として地方独立行政法人法第８５条第１項の規定により、法人が実施する
政策医療や病院の施設整備等に対して運営費負担金を交付する。運営費負担金の交付基準は、原則として法人の
設立前の地方公営企業法に基づく繰り出し基準と同等とする

山形県酒田市千石町二丁目3番20号

○行政機関、地域の介護・福祉施設等との連携を強化し、退院後の医療支援や施設入所のための情報共有を図
り、医療・介護・福祉へと切れ目のないサービス提供に努める
○在宅患者が安心して地域で療養ができるよう、訪問リハビリテーションを検討するとともに、他の医療・介護・福祉
施設と連携して支援する
○在宅医療を行っている診療所等を支援するため、入院治療が必要となった患者の受入態勢について連携強化を
図る

団体コード

団　　　　体　　　　名

（
１

）
地
域
医
療
構
想
を
踏
ま
え
た
役
割
の
明
確
化

地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構　第３期中期計画

地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

所 在 地

（平成28年４月1日時点で新改革プランを策定済みの病院）

日本海総合病院酒田医療センター 現在の経営形態 地方独立行政法人

平成　　　　　年　　　　月　　　　日施設コード

選択式
公営企業法財務適
用,公営企業法全部
適用,地方独立行政
法人,指定管理者制
度（利用料金制）,指
定管理者制度（代行
制）,診療所,民間病院
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①

1)収支改善に係るもの 26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

経常収支比率（％） 80.6 84.5 80.0 80.0 80.0 80.0

医業収支比率（％） 86.3 90.5 80.0 80.0 80.0 80.0

法人計経常収支比率（％） 101.7 104.0 100.0 100.0 100.0 100.0

法人計医業収支比率（％） 102.6 104.4 100.0 100.0 100.0 100.0

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

職員給与費の対医業収益比率（％） 76.2 72.7 70.0 70.0 70.0 70.0

材料費の対医業収益比率（％） 3.3 2.8 4.0 4.0 4.0 4.0

薬品費の対医業収益比率（％） 2.0 2.8 3.0 3.0 3.0 3.0

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

１日当たり入院患者数（人） 93.8 97.0 102 102 102 102

１日当たり外来患者数（人） 3.4 3.3 3 3 3 3

病床利用率（％） 82.3 85.0 90.0 90.0 90.0 90.0

一人1日あたりの入院診療単価（円） 24,101 26,555 26,000 26,000 26,000 26,000

一人1日あたりの外来診療単価（円） 3,067 3,574 3,000 3,000 3,000 3,000

26年度
（実績）

27年度
（実績見込）

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

法人計純資産の額（百万円） 16,340 18,367 前年度純資産合計
額を上回ること

前年度純資産合計
額を上回ること

前年度純資産合計
額を上回ること

前年度純資産合計
額を上回ること 法人計

②

民間的経営
手法の導入

事業規模・事
業形態の見
直し

経費削減・抑
制対策

収入増加・確
保対策

その他

④

病院の統合再編に伴い、急性期部門を日本海総合病院に集約し、酒田医療センターは回復期、療養期部門を担う
ことで、効率的な法人運営を行うこととしたため、酒田医療センター単独での黒字化が困難であることから、経常収
支比率の目標は設定しつつ、法人全体で経常収支比率１００％以上を達成することを目標として設定したもの

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

③

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

経営指標に係る数値目標

１）収支改善に係るもの
・「効率的、効果的で持続可能な経営」、「中期目標を確実に達成すること」が可能であることを前提に、過去の実績
から病院の目標値を設定しつつ、法人全体で経常収支比率１００％以上を達成することを目標として設定
２）経費削減に係るもの
・法人全体として経費の削減が図られた過去の実績をもとに設定した
３）収入の確保に係るもの
・法人全体として収入の確保が図られた過去の実績をもとに設定した
４）経営の安定性に係るもの
・持続可能な法人運営のため、純資産の額を法人計で毎年増加させていくことを目標とする

（
２

）
経
営
の
効
率
化

新改革プラン対象期間中の
各年度の収支計画等

別紙１記載

4)経営の安定性に係るもの

2)経費削減に係るもの

経常収支比率に係る目標設
定の考え方（対象期間中に経
常黒字化が難しい場合の理由
及び黒字化を目指す時期、そ
の他目標設定の特例を採用し
た理由）

3)収入確保に係るもの

上記数値目標設定の考え方

中期目標期間がＨ
３１年度まであるこ
とから、Ｈ３２年度
の数値目標は設定
していない

○医療を取り巻く環境の変化や患者動向に対応し、職員給与費比率、材料費比率等の目標値を定め
費用の抑制に努める
・各病院間での人事交流による協力体制のもと、業務量に応じて医療従事者の適切な配置を行う
・後発医薬品の数量シェアについては、国の設定した目標値の達成に努める
・費用対効果、他の機関との機能分担、医療技術の進展などを総合的に判断して、医療機器・施設を
整備する

目標達成に向けた具体的な
取組（どのような取組をどの
時期に行うかについて、特
に留意すべき事項も踏まえ
記入）

・家族の介護や子育てを行う医師を支援するとともに、医師のキャリアパスに配慮し、短時間正職員
制度など多様な勤務形態を取り入れる
・専門知識と病院経営を俯瞰できるマネジメント力を兼ね備えた事務職員の育成に取組む
・今後の医療需要の変化や医療政策の動向等を踏まえ、戦略的に医療従事者の確保・育成に努める

・１日あたりの患者数及び病床利用率等の目標値を定め、医療を取り巻く環境の変化や患者動向に
あわせ、適切な取り組みを行ない営業収益の確保に努める
・診療報酬請求のチェック体制を強化する
・診療報酬改定等をはじめ各種制度の変化に迅速に対応する
・各種公的制度の活用等により未収金の発生を防止するとともに、未収金が発生した場合は多様な
方法により早期回収に努める

○庄内二次医療圏の中核的な医療機関として地域医療の向上に努め、地域完結型医療の実現を目
指す
・酒田市立八幡病院等の編入について、設立団体と協議を行いながら検討
・医療連携に係わる新たな枠組み（地域医療連携推進法人）の活用を検討しながら、医療・介護・福祉
の連携について検討・推進する

○地方独立行政法人移行済であり、制度のメリットを活かし機動的な業務運営を行う
・各病院間での人事交流による協力体制のもと、業務量に応じて医療従事者の適切な配置を行う
・柔軟かつ多様な勤務形態等で、多様な専門的職種の活用を図り、効果的な業務運営に努める
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＜時　期＞

未定

未定

＜時　期＞

二次医療又は構想区域内の病
院等配置の現況

（再編）
酒田市立　八幡病院

（ネットワーク化）
連携医療機関等は、設立団体及び地域の関係機関等の協力を得て検討する

＜内　容＞

（
４

）
経
営
形
態
の
見
直
し

経営形態の現況
（該当箇所に✔を記入）

当該公立病院の状況

（５）（都道府県以外記載）新改革プ
ラン策定に関する都道府県からの
助言や再編・ネットワーク化計画策
定への都道府県の参画の状況

Ｈ２０．４地方独立行政法人移行済であり、経営形態を見直す計画はない
経営形態見直し計画の概要 ＜内　容＞

経営形態の見直し（検討）の方向
性
（該当箇所に✔を記入、検討中の
場合は複数可）

その他特記事項

○毎年７月頃

○設立団体及び病院機構のホームページ上で公表する

○評価委員会において、計画の実施状況の調査、分析をし、これらの結果を考慮して当該事業年度及び目標の期
間における業務の実績の全体について総合的な評定をして行う（地方独立行政法人法第２８条、第３０条）

（組織）
　・委員会は、委員６名で組織する
　・委員は、医療又は経営に関し見識を有する者のうちから、設立団体が任命する
　・委員会に、特別の事項を調査審議させるために必要があるときは、臨時委員を若干人置くことができる
　・臨時委員は、特別の事項に関し見識を有するもののうちから、設立団体が任命する
（会議）
　・委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる
　・委員会の会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、開くことができない
　・委員会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、可否同数のとき
　は、議長の決するところによる

酒田市立八幡病院等の編入について、設立団体と協議を行いながら検討を進める

医療連携に係わる新たな枠組み（地域医療連携推進法人）の活用を検討しながら、医療・介護・福祉
の連携について検討・推進する

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の場合
は、①検討・協議の方向性、②
検討・協議体制、③検討・協議
のスケジュール、結論を取りまと
める時期を明記すること。

○中期目標の指示

当該病院に係る再編・ネット
ワーク化計画の概要

※
点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

公表の方法

点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の場合
は、①検討・協議の方向性、②
検討・協議体制、③検討・協議
のスケジュール、結論を取りまと
める時期を明記すること。

（
３

）
再
編
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
化

施設の新設・建替等を行う予定がある 

病床利用率が特に低水準（過去３年間連続して70％未満） 

地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討する必要がある 

公営企業法財務適用 公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度 

一部事務組合・広域連合 

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度 民間譲渡 

診療所化 老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行 



(別紙１） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 878 994 1,014 1,014 1,014 1,015 0

(1) 828 945 970 970 970 971

(2) 50 49 44 44 44 44

17 15 18 18 18 17

２. 94 105 116 116 116 118 0

(1) 86 96 108 108 108 109

(2)

(3)

(4) 8 9 8 8 8 9

(A) 972 1,099 1,130 1,130 1,130 1,133 0

１. ｂ 1,090 1,178 1,145 1,145 1,145 1,142 0

(1) ｃ 629 681 679 679 679 678

(2) 28 28 29 29 29 29

(3) 268 274 285 285 285 283

(4) 91 97 82 82 82 82

(5) 74 98 70 70 70 70

２. 36 38 53 53 53 53 0

(1) 13 13 15 15 15 15

(2) 23 25 38 38 38 38

(B) 1,126 1,216 1,198 1,198 1,198 1,195 0

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) ▲ 154 ▲ 117 ▲ 68 ▲ 68 ▲ 68 ▲ 62 0

１. (D) 2 2 32 32 32 32

２. (E) 13 12 29 29 29 29

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 11 ▲ 10 3 3 3 3 0

▲ 165 ▲ 127 ▲ 65 ▲ 65 ▲ 65 ▲ 59 0

(G) ▲ 913 ▲ 1,040 ▲ 1,105 ▲ 1,170 ▲ 1,235 ▲ 1,294

(ｱ) 1,497 1,472 1,472 1,472 1,472 1,472

(ｲ) 213 270 270 270 270 270

　

(ｳ)

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ

病 床 利 用 率

資 金 不 足 比 率 ×100

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率 ×100

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

31年度28年度 29年度27年度
(実績見込)

26年度
(実績)

長 期 前 受 金 戻 入

32年度

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

30年度

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

#DIV/0!

88.9 #DIV/0!

#DIV/0!

酒田医療センター

▲ 1,202 ▲ 1,202 ▲ 1,202 ▲ 1,202 0

▲ 118.5

94.3 94.3 94.3

▲ 118.4

94.8

88.6

▲ 1,202 ▲ 1,202 ▲ 1,202

▲ 118.5

67.0

88.6 88.6

▲ 118.5

66.8 #DIV/0!

▲ 1,202 0

▲ 118.5 ▲ 118.5

67.0 67.0

▲ 118.4 #DIV/0!▲ 118.5

89.5 89.5 89.5 89.5

▲ 1,202▲ 1,284

86.3 90.4

▲ 146.2 ▲ 120.9

80.6 84.4

71.6 68.5

▲ 1,284 ▲ 1,202

▲ 146.2 ▲ 120.9

82.3 85.0



団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 15 1 1

２.

３. 67 67 40 40 40 40

４.

５.

６.

７.

(a) 67 82 41 41 40 40 0

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 67 82 41 41 40 40 0

１. 16 1 1

２. 105 107 66 66 66 67

３.

４.

(B) 105 123 67 67 66 67 0

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 38 41 26 26 26 27 0

１. 38 41 26 26 26 27

２.

３.

４.

(D) 38 41 26 26 26 27 0

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

103 111 126 126 126 126 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

67 67 40 40 40 40 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

170 178 166 166 166 166 0

（注）
1
2

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

(単位：百万円）

31年度 32年度28年度 29年度 30年度26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいう
ものであること。

合　　　計

収 益 的 収 支

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

資 本 的 収 支

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

28年度 30年度

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

29年度

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

酒田医療センター

32年度31年度26年度
(実績)

27年度
(実績見込)



(別紙１） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 17,653 19,102 17,942 17,942 17,942 17,944 0

(1) 16,483 17,956 16,754 16,754 16,754 16,756 0

(2) 1,170 1,146 1,188 1,188 1,188 1,188 0

595 585 602 602 602 599 0

２. 1,130 1,097 1,159 1,159 1,159 1,163 0

(1) 946 912 982 982 982 984 0

(2) 58 52 50 50 50 50 0

(3) 0 0 0 0 0 0 0

(4) 126 133 127 127 127 129 0

(A) 18,783 20,199 19,101 19,101 19,101 19,107 0

１. ｂ 17,358 18,376 17,644 17,644 17,644 17,637 0

(1) ｃ 8,079 8,338 8,303 8,303 8,303 8,303 0

(2) 4,081 4,673 4,382 4,382 4,382 4,382 0

(3) 2,639 2,748 2,821 2,821 2,821 2,818 0

(4) 1,415 1,384 1,303 1,303 1,303 1,301 0

(5) 1,144 1,233 835 835 835 833 0

２. 943 965 976 976 976 975 0

(1) 359 329 355 355 355 355 0

(2) 584 636 621 621 621 620 0

(B) 18,301 19,341 18,620 18,620 18,620 18,612 0

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 482 858 481 481 481 495 0

１. (D) 12 26 74 74 74 73 0

２. (E) 40 74 224 224 224 225 0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 28 ▲ 48 ▲ 150 ▲ 150 ▲ 150 ▲ 152 0

454 810 331 331 331 343 0

(G) ▲ 913 ▲ 1,040 ▲ 1,105 ▲ 1,170 ▲ 1,235 ▲ 1,294 0

(ｱ) 12,064 14,506 14,506 14,506 14,506 14,506 0

(ｲ) 4,034 4,462 4,462 4,462 4,462 4,462 0

　 0 0 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0 0 0

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ #DIV/0!

病 床 利 用 率

▲ 10,044 0

資 金 不 足 比 率 ×100 ▲ 45.5 ▲ 52.6 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0

46.3 46.3 #DIV/0!

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額 (H) ▲ 8,030 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044

職員給与費対医業収益比率 ×100 45.8 43.6 46.3 46.3

#DIV/0!

医 業 収 支 比 率 ×100 101.7 104.0 101.7 101.7 101.7 101.7 #DIV/0!

102.7 #DIV/0!

不 良 債 務 比 率 ×100 ▲ 45.5 ▲ 52.6 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0 ▲ 56.0

▲ 10,044 0
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 常 収 支 比 率 ×100 102.6 104.4 102.6 102.6 102.6

0
又 は 未 発 行 の 額

差引
不 良 債 務

(ｵ) ▲ 8,030 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044 ▲ 10,044

0 0 0 0 0 0

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

そ の 他

経 常 費 用

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

（地独）山形県・酒田市病院機構

26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度



団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 627 629 977 977 976 976 0

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 1,075 1,235 1,077 1,077 1,077 1,077 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0 0 0

６. 25 0 0 0 0 0 0

７. 0 1 0 0 0 0 0

(a) 1,727 1,865 2,054 2,054 2,053 2,053 0

(c) 0 0 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 1,727 1,865 2,054 2,054 2,053 2,053 0

１. 714 620 977 977 976 976 0

２. 1,766 2,079 1,838 1,838 1,838 1,839 0

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 5 6 0 0 0 0 0

(B) 2,485 2,705 2,815 2,815 2,814 2,815 0

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 758 840 761 761 761 762 0

１. 758 840 761 761 761 762 0

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(D) 758 840 761 761 761 762 0

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 0

(E)－(F) 0 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 ▲ 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

1,541 1,497 1,584 1,584 1,584 1,583 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

1,075 1,235 1,077 1,077 1,077 1,077 0

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

2,616 2,732 2,661 2,661 2,661 2,660 0

（注）
1
2

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいう
ものであること。

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

(単位：百万円）

26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

0 0
支 出 の 財 源 充 当 額

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

(b) 0 0 0 0 0

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

収 入 計

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

（地独）山形県・酒田市病院機構

26年度
(実績)

27年度
(実績見込)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度


